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90％超

※保証人が不要となる場合もございます。詳しくは、お問い合わせください。

90％超が
での

90％超がこの

90％超が



大規模な経済危機、災害等の事象により経営の安定に支障をきたしている方を対象

とした「危機関連保証」があります。

や、突発的に生じた



2,000

2,000

※「小口」については商工会議所・商工会の経営指導を1年以内に6ヵ月以上にわたり複数回受けている場合、または

融 資 期 間…（小口）運転資金7年以内、設備資金10年以内、（小口短期）1年以内

保 証 期 間…

融資期間…運転資金7年以内、設備資金10年以内

2,000

融資限度額…3,500万円
融 資 期 間…

融資期間…10年以内

小口資金融資（小口）、小口短期（小口短期）
コグチ コグチ タンキ

※全国の保証付融資残高（根保証においては融資限度額）との合計が2,000万円以下となる必要があります。
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1）経営安定関連保証（セーフティネット保証）1号～4号及び 6号（なお、5号については、

平成 30年 3月31日以前に保証申込の受付がされたものは責任共有対象外）

2）災害関係保証

3）創業関連保証（再挑戦支援保証を含む。）及び創業等関連保証

4）特別小口保険に係る保証（中小企業信用保険法第 2条第 3項第 1号～6号の小規模

企業者に限る）

5）事業再生保険に係る保証

6）小口零細企業保証制度（全国統一の保証制度及び国の制度に準拠した自治体制度）

7）求償権消滅保証

8）破綻金融機関等関連特別保険及び破綻金融機関等関連特別無担保保険に係る保証

（中堅企業特別保証）

9）東日本大震災復興緊急保証
10）経営力強化保証（責任共有制度対象

外の保証付既往借入金を既往残高の

範囲内で借り換えるもの）

11）事業再生計画実施関連保証（責任共

有制度対象外の保証付既往借入金を

既往残高の範囲内で借り換えるもの）

12）危機関連保証

お客さまの資金調達に支障をきたすことのないよう、

融資金額



責任共有外保証料率
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※1 ※1

※1

※2

※2※1（写し）

（写し）

（写し）

※1
※2  既にご利用実績のあるお客さまのお申し込みの場合は写しでも差し支え

ありません。



金融機関
東京都産業労働局
（金融部）金融課
商工会議所
商工会など



残った期間に応じた信用保証料をお返しします（千円以下の場

合は、申し訳ありませんがお返ししていません）。

詳しい計算方法などについては、お問い合わせください。



※当協会ホームページの「信用保証料簡易シミュレーション」からお客

　さまご自身で信用保証料の目安をお調べいただくことも可能です。

「個人情報の保護に関する法律」に基づいた同意書で、信用保証

業務を行う上で必要なお客さまの情報とは何か、その使用目的は

何か等を記載しております。

40～43
地域

地域

地域

から

当協会の支店保証課までお問い合わせくだ

さい。なお、事前照会でお知らせするのはあくまで目安であり、最

終的な保証料率等は保証決定の際に決まりますので、ご留意くだ

さい。



13 経営者保証が不要となる場合があるってほんと？

平成25年12月5日に公表された「経営者保証に関するガイドラ
イン」の趣旨をふまえ、「金融機関との連携」、「財務状況」、「保全
充分な担保提供がある」など一定の要件を満たしている場合に
は、経営者保証を不要とすることができます。
詳しくはお問い合わせいただくか、当協会ホームページをご覧くだ
さい。

東京信用保証協会では、創業をお考えの方から創業後間もない方ま
で、信用保証による金融支援と個別相談などによる経営支援の両面で
トータルにサポートしています。また、当協会の主催による公開講座や
創業スクールも開催していますので、創業時にはもちろん、創業後も
必要な知識やノウハウも学べます。お気軽にご連絡ください（40～43
ページ参照）。

ご利用される保証制度によって異な
ります。

16

※

信用保証協会の保証付融資の返済途中に、お客さまに万が一の事態
（死亡もしくは所定の高度障がい）が生じた場合、保険金により債
務弁済がなされることにより、事業の維持安定とご家族の安心を図
ることを目的とした生命保険です。






